
第４章 循環型社会の形成推進

我が国における社会経済活動は、２０世紀後半一貫して拡大基調にあり、国民生活が物質的に豊かになる一方で、廃

棄物排出量の高水準での推移、最終処分場の残余容量のひっ迫、相次ぐ不法投棄など深刻な社会問題を引き起こして

います。

これらの問題は、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済のあり方に根ざしたものであり、その根本的な解決

を図るためには、これまでの社会経済のあり方や私たちのライフスタイルを見直さなければなりません。

こうしたことから、今、「循環型社会」の形成を推進することが、強く求められています。

循環型社会とは、廃棄物等の発生を抑制（リデュース）し、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）を進め、

最後に適正処分をすることによって、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷を低減することを目的とする社会です。

政府では、平成１２年度を循環型社会元年と位置づけ、同年５月には、循環型社会形成推進基本法のほか、廃棄物処

理法及び資源有効利用促進法の改正、建設リサイクル法、食品リサイクル法及びグリーン購入法の制定と、６本の法

律の整備を行いました。さらに、平成１４年７月には、自動車リサイクル法を制定しました。

徳島県においても、循環型社会の形成推進を目指し、必要な組織の整備を行うとともに各種事業を積極的に展開し

ているところです。

私たちは、将来世代のため、私たち自身が不断の努力を積み重ね、それぞれの役割を果たしながら、総力を挙げて

循環型社会に向けて取り組まなければなりません。

第１節 循環型社会の形成推進

１ 対 策

	 環境への負荷の少ない循環型社会の形成を推進するため、県民に対し循環型社会形成推進基本法をはじめとす

る循環型社会関連法の周知、啓発を行っています。


 市町村に対する県費補助金の交付等を通じて、市町村の循環型社会づくりを支援しています。

� 県民、事業者、行政が一体となって環境負荷の低減に向けた取り組みを行う「とくしま環境県民会議」のクリ

ーン・リサイクル推進部会において、環境美化やごみの減量・再生利用を推進するための事業を計画的に実施し

ています。

� 簡易包装の推進など環境にやさしい取り組みを行う店を「エコショップ」として認定し、県民に周知を行い、

ごみの減量化及び再生利用を推進してます。

平成１４年度末の累計認定数 ３２６件

２ 今後の主な施策

廃棄物ゼロを目指す、ゼロエミッション構想を基本理念に据えた事業を展開し、環境関連産業の創出やその発展

による地域振興を図ること等によって、徳島県における循環型社会の形成の推進を図ることを目的として、「廃棄

物ゼロ社会づくり推進事業」を実施します。

� 廃棄物ゼロ社会づくり推進事業

ア ゼロエミッション推進事業

国連大学ゼロエミッションフォーラムに参画し情報収集等を行うとともに、各界の代表者で組織する「徳島

県エコタウン東京懇話会」を開催し、全国的視点から、ゼロエミッション構想の推進、エコタウン事業の実現

に向けた検討を行います。
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イ とくしまエコタウン事業実施可能性調査事業

徳島県におけるエコタウン事業の実施可能性を調査するため、学識経験者、産業界、金融機関、行政機関で

組織する「エコタウンプラン検討委員会」を設立し、検討を行います。

� 循環型社会づくり支援補助金

廃棄物の発生抑制、循環資源の循環的利用等について、モデル的な取り組みを積極的に行い、その成果が大い

に期待できる市町村等に対し、県費補助（補助率１／３）を行います。

� エコショップ整備事業

ごみの減量化や再生利用を行う店を「エコショップ」として知事が認定し、事業系ごみの減量化等を促進します。

� 循環型関連法広報啓発事業

循環型社会形成推進基本法をはじめとする関連法の広報啓発を行うことにより、県民の理解と協力を求めます。
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第２節 一 般 廃 棄 物

１ ご み

� 現 況

県下におけるごみの排出及び処理の状況は、表２―４―１のとおりであり、ごみの排出量は高水準で推移してい

ます。平成１２年度におけるごみの総排出量は、１日当たり８６０．０tでそのうち市町村処理によるものは９６．８％であ

り、自家処理は３．２％です。また１人１日当たりのごみ排出量は、１，０３０．０�／人・日となっています。なお、１

人１日当たりのごみ排出量は、全国平均では１，１１４g／人・日（１１年度実績）となっています。

一方、市町村により８３２．２t／日のうち、６５７．６t／日（７９．０％）が焼却処理され、１５．９t／日（１．９％）が埋立処理

されています。その他の１５８．７t／日（１９．１％）については、大部分が資源回収により、資源化されています。

次に、平成１３年度末現在の県下のごみ処理施設の整備状況については、表２―４―２のとおりであり、焼却処理

施設は、１，０５８t／日（処理能力）、粗大ごみ処理施設は、１９６．５t／日、資源化等施設１８９．１t／日です。

�表２―４―１ ごみ排出及び処理の状況

※数値は四捨五入しているため合わない場合がある。

� 対 策

ア 平成１０年５月に策定した「徳島県ごみ処理広域化計画」により、市町村による広域的な処理体制や処理施設

の整備を推進しています。

イ ごみ減量化・再生利用を効率的に推進するため、県民、事業者等に対して積極的に広報啓発を行っています。

� 今後の主な施策

ア 市町及び一部事務組合のごみ焼却施設において、平成１４年１２月から強化される構造・維持管理基準に対応す

るため、ごみ焼却施設の改造工事が進められています。

また、「徳島県ごみ処理広域化計画」に基づき、市町村による広域的なごみ処理体制や施設整備に向け、引

き続き市町村を指導します。

イ 徳島県における循環型社会の形成を推進するため、平成１４年３月に策定した「徳島県廃棄物処理計画」にお

いて、県民・事業者・行政等の担うべき役割を明確に示すとともに、本計画の推進を通じて、ごみの減量化及

び適正処理を推進します。

年 度 ８ ９ １０ １１ １２

人 口 ８４０，３００人 ８３８，５３９人 ８３８，９６３人 ８３７，０４４人 ８３５，０６８人

排 出 量
t／日

８０４．１
％

１００．０
t／日

８０４．７
％

１００．０
t／日

８３６．５
％

１００．０
t／日

８４０．３
％

１００．０
t／日

８６０．０
％

１００．０

処

理

内

容

市
町
村
処
理

焼 却 処 理 ５６５．０ ７０．２ ５９９．５ ７４．５ ６２８．７ ７５．２ ６２６．０ ７４．５ ６５７．６ ７６．５

埋 立 処 理 ６０．９ ７．６ ４０．１ ５．０ ３６．９ ４．４ ３７．４ ４．４ １５．９ １．８

そ の 他 １２４．７ １５．５ １１８．７ １４．８ １３４．７ １６．１ １４６．２ １７．４ １５８．７ １８．５

計 ７５０．６ ９３．３ ７５８．３ ９４．２ ８００．３ ９５．７ ８０９．６ ９６．３ ８３２．２ ９６．８

自 家 処 理 ５３．５ ６．７ ４６．４ ５．８ ３６．２ ４．３ ３０．８ ３．７ ２７．９ ３．２
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�表２―４―２ ごみ処理施設整備状況

① ごみ焼却処理施設

※は、休止により現在は稼働していない施設

② 粗大ごみ処理施設

設 置 者 所 在 地 処 理 方 法 処理能力（t／日） 建 設 年 度

徳 島 市
徳島市論田町元開 全 連 続 １９０ Ｓ５２～５４

徳島市国府町北岩延 全 連 続 １８０ Ｓ６３～Ｈ２

鳴 門 市 鳴門市撫養町木津 准 連 続 ６０ Ｓ５３～５５

小 松 島 市 小松島市芝生町花谷 准 連 続 ７０ Ｓ５６～５７

勝 浦 町 勝浦郡勝浦町棚野字奧立川 機械化バッチ ９ Ｈ３～５

石 井 町 名西郡石井町石井 機械化バッチ ３０ Ｓ５１～５２

丹 生 谷 行 政 組 合 那賀郡上那賀町白石字炭トコ 機械化バッチ １６ Ｈ５～７

海部郡衛生処理事務組合 海部郡牟岐町内妻 機械化バッチ ５０ Ｓ５２～５３

松 茂 町 板野郡松茂町豊久 機械化バッチ ２０ Ｈ９～１０

北 島 町 板野郡北島町太郎八須 機械化バッチ ２６ Ｓ５８～５９

中央広域環境施設組合 麻植郡川島町桑村字新地尻 准 連 続 ７０ Ｓ５２～５３

鴨 島 町 麻植郡鴨島町森藤 機械化バッチ ３６ Ｓ５７～５８

美馬環境整備 組合 美馬郡脇町字鴨地 准 連 続 ７２ Ｈ６～８

三 好 郡 行 政 組 合 三好郡池田町西山字登り尾 准 連 続 ５０ Ｓ５４～５５

東 祖 谷 山 村 三好郡東祖谷山村釣井 固 定 バ ッ チ ※ ３ Ｈ７

藍 住 町 板野郡藍住町豊吉 准 連 続 ３０ Ｓ５４～５５

山 川 町 麻植郡山川町馬見尾 機械化バッチ １３ Ｓ６２～６３

一 宇 村 美馬郡一宇村中横 固 定 バ ッ チ ※ ２ Ｓ６３

板 野 町 板野郡板野町松谷カロヲト 機械化バッチ １６ Ｓ６３～Ｈ元

阿南市外二町衛生組合 阿南市橘町土井崎 全 連 続 １２０ Ｓ６２～Ｈ２

木 屋 平 村 美馬郡木屋平村川上 固 定 バ ッ チ ※ ２ Ｈ６

計 １８ 施 設
�
�
�
休止中３施設を含�

�
�まない

１，０５８
�
�
�
休止中３施設の処�

�
�理能力を含まない

設 置 者 所 在 地 処 理 方 法 処理能力（t／日） 建 設 年 度

鳴 門 市 鳴門市撫養町木津 破 砕 ， 圧 縮 ３０ Ｓ５５

三 好 郡 行 政 組 合 三好郡池田町西山 〃 １５ Ｓ５５

阿南市外二町衛生組合 阿南市橘町土井崎 破 砕 ３０ Ｓ６２～Ｈ２

㈱三幸クリーンサービスセンター 徳島市丈六町山根 破 砕 ， 圧 縮 ４３ Ｈ３

㈱ 三 紅
徳島市飯谷町高良

〃 ４３ Ｈ３
小松島市田浦町前山

丹 生 谷 行 政 組 合 那賀郡上那賀町白石 〃 ６ Ｈ５～７

美馬環境整備 組 合 美馬郡脇町字鴨地 〃 ２０ Ｈ６～８

松 茂 町 板野郡松茂町豊久 〃 ９．５ Ｈ１０～１１

計 ８ 施 設 １９６．５
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③ 資源化等施設（前処理施設を含む）

２ し 尿
� 現 況

県下のし尿処理の現況は表２―４―３のとおりであり、平成１２年度における衛生処理率は９７．３％となっています。

その内訳は、水洗化処理（下水道、浄化槽）７６．６％、し尿処理施設による処理２０．７％です。水洗化処理のうち８８．２％

は浄化槽によるものであり、残る１１．８％は下水道によるものです。なお、海洋投入処分は０．３％、自家処理は２．４％

となっています。海洋投入処分は、平成１３年度現在も１町において行われています。

次に、平成１３年度末現在の県下のし尿処理施設の整備状況は表２―４―４のとおりであり、全施設の処理能力の

合計は９８４�／日です。また浄化槽は、平成１３年度中に４，０１５基増加し当該年度末現在、県下における浄化槽設置

数（設置・廃止届数による集計）は、１４１，１１８基となっています。

�表２―４―３ し尿排出及び処理の状況

※数値は四捨五入しているため合わない場合がある。

� 対 策

浄化槽対策としては、昭和６０年１０月１日浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）の施行に伴い昭和６２年４月１日に指

導基準（徳島県浄化槽取扱要綱）を制定し、平成９年度、１０年度には一部を改正し、行政指導体制の整備を図っ

ております。また、浄化槽の適正管理を推進するため、法定検査制度（指定検査機関による水質検査）が発足し、

設 置 者 所 在 地 処 理 方 法 処理能力（t／日） 建 設 年 度

佐 那 河 内 村 名東郡佐那河内村下字仕出 破 砕 ， 圧 縮 ０．５ Ｓ４８

神 山 町 名西郡神山町阿野字南倉目 〃 ４ Ｈ７

山 川 町 麻植郡山川町堤外 〃 ４ Ｓ５３

鴨 島 町 麻植郡鴨島町森藤西ノ鼻 圧 縮 ４ Ｈ５

海部郡衛生処理事務組合 海部郡牟岐町大字内妻 破 砕 ， 圧 縮 ２０ Ｓ５３

阿南市外二町衛生組合 阿南市津乃峰町西分 選 別 ， 圧 縮 １３．７ Ｈ１２

中央広域環境施設組合 麻植郡川島町大字桑村 破 砕 ， 圧 縮 ４０ Ｓ５３

三 好 郡 行 政 組 合 三好郡池田町登り尾 圧 縮 １０ Ｈ７

石 井 町 名西郡石井町浦庄字下浦 〃
３．９ Ｈ９

０．５ Ｈ１０

徳 島 市 徳島市国府町北岩延字桑原１８―１ 〃 ３０ Ｈ９～１０

三 好 郡 行 政 組 合 三好郡池田町大利字古畑 破 砕 ， 圧 縮 １７ Ｈ８～１１

勝 浦 町 勝浦郡勝浦町棚野字奧立川 〃 １ Ｓ５２

丹 生 谷 行 政 組 合 那賀郡上那賀町白石 圧 縮 ０．５ Ｈ１０

徳島資源リサイクルセンター㈲ 阿南市上中町中原 選 別 ， 破 砕 １５ Ｈ１２

バンドウリメーク㈱ 徳島市入田町月ノ宮 〃 ２５ Ｈ１３

計 １５ 施 設 １８９．１

年 度 ８ ９ １０ １１ １２

人 口 ８４０，３００人 ８３９，５３９人 ８３８，９６３人 ８３７，０４４人 ８３５，０６８人

排 出 量
�／日

１，０４１．６
％

１００．０
�／日

１，０４８．６
％

１００．０
�／日

１，０６５．４
％

１００．０
�／日

１，０３８．１
％

１００．０
�／日

１，０３５．５
％

１００．０

処

理

内

容

水
洗
化
処
理

公共下水道 ９３．３ ８．９ ９５．１ ９．１ ９７．７ ９．２ ９４．４ ９．１ ９３．６ ９．０

し尿浄化槽 ６０２．０ ５７．８ ６２５．７ ５９．７ ６６４．０ ６２．３ ６７６．８ ６５．２ ７００．５ ６７．６

計 ６９５．３ ６６．８ ７２０．８ ６８．８ ７６１．７ ７１．５ ７７１．２ ７４．３ ７９４．１ ７６．６

市
町
村
処
理

し尿処理施設 ２６１，２ ２５．１ ２５５．８ ２４．４ ２４０．８ ２２．６ ２３６．０ ２２．７ ２１４．０ ２０．７

下水道投入 － － － － － － － － － －

海 洋 投 入 ４５．３ ４．４ ３８．２ ３．６ ３２．７ ３．１ ２．９ ０．３ ２．８ ０．３

計 ３０６．５ ２９．５ ２９４．０ ２８．０ ２７３．５ ２５．７ ２３８．９ ２３．０ ２１６．８ ２０．９

自 家 処 理 ３９．８ ３．５ ３３．８ ３．２ ３０．２ ２．８ ２８．０ ２．７ ２４．６ ２．４
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検査事業は、昭和６２年４月１日から実施されています。

検査実績については、表２―４―５のとおり毎年検査実施基数は増加しています。浄化槽法定検査は判定ガイド

ラインの導入により基準が強化されており、一層の指導に努めております。

� 今後の主な施策

浄化槽対策としては、法定検査体制の充実（検査員の養成）等を図る一方、浄化槽の適正な維持管理を図るた

め、県民に対し浄化槽に関する正しい知識の普及啓発を推進していきます。

また、６３年度から合併処理浄化槽設置の推進を図るため市町村が実施する、合併処理浄化槽設置整備事業に対

する補助制度を設けており、平成１１年度以降は全市町村において事業が実施されています。

合併処理浄化槽設置整備事業は生活排水対策として有効な事業であることから、今後とも県下全市町村におい

て当該所業を推進し、合併処理浄化槽の設置を促進する必要があります。

�表２―４―４ し尿処理施設整備状況

（参考）浄化槽設置状況

�表２―４―５ 法 定 検 査 実 施 状 況

（７条検査）

（１１条検査）

設 置 者 所 在 地 処 理 方 法 処理能力（�／日） 建 設 年 度

徳 島 市 徳島市論田町元開
標 準 脱 窒 素 １５０ Ｓ５２～５４

好 気 性 消 化 １２０ Ｓ５１～５３

鳴 門 市 鳴門市撫養町木津 高 負 荷 ８５ Ｈ３～５

小松島市外三町村衛生組合 小松島市立江町 膜分離高負荷生物脱窒素 ８７ Ｈ９～１１

丹 生 谷 行 政 組 合 那賀郡相生町大字日浦 高 負 荷 膜 １６ Ｈ３～５

海部郡衛生処理事務組合
海部郡日和佐町日和佐浦 高 負 荷 ２０ Ｓ６１～６２

海部郡宍喰町大字宍喰浦 高 負 荷 ２５ Ｓ５８～５９

阿北環境整備 組合 阿波郡市場町岸の下 標 準 脱 窒 素 １００ Ｓ５７～５９

吉野川環境整備組合 美馬郡穴吹町三島 標 準 脱 窒 素 ７０ Ｓ６０～６２

三好郡環境衛生組合 三好郡井川町西井川 好 気 性 消 化 ７０
Ｓ３９～４０（３０�／日）
Ｓ４５（２０�／日）
Ｓ５４～５５（３０�／日）

松 茂 町 板野郡松茂町豊久 好 気 性 消 化 ２０ Ｓ５４～５５

北 島 町 板野郡北島町中村 標 準 脱 窒 素 ３０ Ｓ５５～５６

藍 住 町 板野郡藍住町奥野 二段活性汚泥処理 ３０ Ｓ５５～５６

板 野 町 板野郡板野町吹田 標 準 脱 窒 素 ２０ Ｓ５６～５７

石 井 町 名西郡石井町高川原 膜分離高負荷生物脱窒素 ３５ Ｈ８～９

阿南市外二町衛生組合 阿南市熊谷町定方 高 負 荷 膜 分 離 １０６ Ｈ８～１０

計 １６ 施 設 ４９ 市 町 村 ９８４

年 度 ７年度まで ８ ９ １０ １１ １２ １３ 累 計

設 置 数（ 基 ） １１０，９２９ ６，４３４ ４，９９６ ５，１１０ ４，８７８ ４，７５６ ４，０１５ １４１，１１８

年 度 ８ ９ １０ １１ １２ １３
検査実施数 基 
％ ６，３４６（１００） ６，２４７（１００） ６，１０３（１００） ５，１２３（１００） ４，２６０（１００） ４，４７３（１００）

検査結果

基 
％

適 正 ３，４０５（５３．７） ２，９８５（４７．８） ３，１８５（５２．２） ３，０１５（５８．９） ２，１５６（５０．６） ２，３８２（５３．２）
おおむね適正 ２，７９３（４４．０） ３，０４７（４８．８） ２，７８９（４５．７） １，９９９（３９．０） １，９６２（４６．１） １，９６２（４３．９）
不 適 正 １４８（２．３） ２１５（３．４） １２９（２．１） １０９（２．１） １４２（３．３） １２９（２．９）

年 度 ８ ９ １０ １１ １２ １３
検査実施数 基 
％ ２２，１３０（１００） ２５，０８５（１００） ３０，９７２（１００） ３３，５０６（１００） ３７，３５７（１００） ３８，２４５（１００）

検査結果

基 
％

適 正 １６，０４５（７２．５） １０，１９２（４０．６） １３，８００（４４．６） １１，７２４（３５．０） １５，０３３（４０．２） １６，４８１（４３．１）
おおむね適正 ５，８２８（２６．３） １１，４６９（４５．７） １３，９８０（４５．１） １９，０５９（５６．９） １９，８８５（５３．２） １９，５８６（５１．２）
不 適 正 ２５７（１．２） ３，４２４（１３．７） ３，１９２（１０．３） ２，７２３（８．１） ２，４３９（６．５） ２，１７８（５．７）
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第３節 産 業 廃 棄 物

１ 産業廃棄物の現況
� 平成１０年度の実態調査による産業廃棄物の総発生量は、約２５１万tとなっています。

種類別には、汚泥が約８６万tで全体の３４％を占めており、この他には動物のふん尿が約９０万t（３６％）、がれき

類が約５０万t（２０％）となっています。（表２―４―６）

�表２―４―６ 平成１０年度産業廃棄物（種類別）発生量

�図２―４―１ 平成１０年度産業廃棄物の処理状況

廃棄物名（種類） 数 量 �t 構 成 比 �％ 廃棄物名（種類） 数 量 �t 構 成 比 �％

燃 え 殻 １２，１１４ ０．５ ガラスくず及び陶磁器くず １２，６４９ ０．５

汚 泥 ８５５，９７７ ３４．１ 鉱 さ い ６４，３４４ ２．６

廃 プ ラ ス チ ッ ク ２６，１５２ １．０ が れ き 類 ５０３，８６５ ２０．０

紙 く ず １５，７５２ ０．６ ば い じ ん １４，６０２ ０．６

木 く ず ４５，８２０ １．８ 動 物 の ふ ん 尿 ８９６，６００ ３５．７

動 植 物 性 残 さ １９，４１６ ０．８ そ の 他 ２２，７９６ ０．９

ゴ ム く ず ５９ ０．０

金 属 く ず ２３，０５７ ０．９ 合 計 ２，５１３，２０３
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 産業廃棄物処理業の許可業者の状況及び産業廃棄物処理施設の状況

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項、第４項、第１４条の４第１項、第４項に基づく産業廃棄物処

理許可業者及び同法第１５条第１項に基づく産業廃棄物処理施設の状況は次のとおりです。

ア 産業廃棄物処理業者

平成１４年３月３１日現在における産業廃棄物は６４９業者であり、このうち収集・運搬のみを行う業者は５５７業者

と全体の約８～９割を占めています。（表２―４―７）

県内で産業廃棄物の処理を行う業者は６４９業者で、このうち収集・運搬のみを行う業者は５５７業者（８６％）、

収集・運搬、中間処理を行う業者は６８業者（１０％）、収集・運搬、最終処分を行う業者は３業者、収集・運搬、

中間処理、最終処分を行う業者は５業者、中間処理のみを行う業者は１３業者、最終処分のみを行う業者は３業

者、中間処理、最終処分を行う業者は１業者です。

イ 産業廃棄物処理施設

平成１４年３月３１日現在における産業廃棄物処理施設の設置状況は、表２―４―８に示すとおり全体で２２３施設

ありますが、このうち中間処理施設が２０９施設、最終処分場が１４施設となっています。

�表２―４―７ 産業廃棄物処理業許可状況 （平成１４年３月３１日）

�表２―４―８ 産業廃棄物処理施設の状況

	 中間処理施設 （平成１４年３月３１日）


 最終処分場

許 可 の 種 類 業者数 許 可 の 種 類 業者数

収 集 ・ 運 搬 業 ５５７ 収集・運搬、中間処理業 ６８

中 間 処 理 業 １３ 収集・運搬、最終処分業 ３

最 終 処 分 業 ２ 収集・運搬、中間処理、最終処分業 ５

中 間 処 理 ・ 最 終 処 分 業 １ 計 ６４９

施 設 数 処 理 能 力

汚 泥 の 脱 水 施 設 ９９ １１，７３７�／日

汚 泥 の 乾 燥 施 設 ２ ９４�／日

汚 泥 の 乾 燥 施 設 （ 天 日 ） ２ ４００�／日

汚 泥 の 焼 却 施 設 ７ ４８５�／日

廃 油 の 油 水 分 離 施 設 ２ ３２�／日

廃 油 の 焼 却 施 設 ６ ７４�／日

廃酸・廃アルカリの中和施設 １ ５１０�／日

廃プラスチック類の破砕施設 １ ５．６t ／日

廃プラスチック類の焼却施設 ３０ １，４３３t ／日

が れ き 類 の 破 砕 施 設 ４９ ３１，９６０．００t ／日

木 く ず の 破 砕 施 設 １０ ２４４．４６t ／日

計 ２０９

施 設 数 埋立面積（㎡） 埋立用量（�）

安 定 型 処 分 場 １１ ８５，３５８ ７２１，０６８

管 理 型 処 分 場 ３ １５４，５４７ ６３７，７６１

計 １４ ２３９，９０５ １，３５８，８２９
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図２―４―２ 年度別許可件数の推移
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２ 産業廃棄物適正処理推進対策

産業廃棄物については、排出事業者処理の原則の徹底を図り、適正処理の推進に努めるとともに、廃棄物監視員

等による定期的な立入検査を行い適正処理について指導しました。

適正処理の基本的な考え方は、次のとおりです。

	 排出抑制、減量化及び再生利用の促進

事業者等は、産業廃棄物の発生量及び排出量を抑制し、さらに排出された産業廃棄物については、可能な限り

減量化及び再生利用を行い最終処分量の低減を図る。


 適正処理の推進

ア 委託処理の適正化

排出事業者は、産業廃棄物を委託処理する場合は、廃棄物処理法で定める委託基準を厳守するほか、適正な

処理費用を負担する。

イ 収集・運搬、積替え、保管の適正化

収集・運搬、積替えについては、種類や性状に応じた適切な容器を使用するとともに悪臭、騒音又は振動に

より周辺環境の保全に悪影響がないように適切な措置を講じる。

産業廃棄物の保管については、発生、処理処分過程での停留を最小限にし、分別を徹底し、種類や性状ごと

に保管するとともに、生活環境の保全上支障の生じない施設に保管する。

ウ 中間処理の推進

最終処分量を抑制するため、中間処理においては再生利用を最優先するとともに、埋立処分を目的として中

間処理を行う場合には、減量化及び減容化に努める。特別管理産業廃棄物については、無害化、安定化を確実

に行う。

エ 最終処分の適正化

埋立による最終処分については、大気汚染水質汚濁悪臭及び騒音等を防止するとともに埋立終了後の跡地の

利用を考慮した地域環境の整備に役立つ適切な方法を用いるなど、環境保全に万全を期す。

最終処分場については、埋立終了後も埋立地からの放流水等により周辺環境への影響がなくなるまで管理す

る。

� 産業廃棄物処理施設の安定的確保

減量化及び再生利用、無害化及び安定化等の処理を行う中間処理施設や最終処分場を継続的、安定的に確保す

るために、排出事業者及び処理業者は、既存の処理施設を有効に利用するとともに計画的かつ自主的な処理施設

の整備を図る。

また、県は、排出事業者及び処理業者等の自己努力による処理施設の確保が困難になりつつある現状を踏まえ、

引き続き公共関与による最終処分場の整備に努めるとともに、排出事業者等の処理施設の設置に当たっては、土

地利用計画との整合性をとり、生活環境の保全を確保し、関係住民の理解に努めるよう指導し、処理施設の円滑

な整備を推進する。

� 環境負荷の低減

産業廃棄物の処理に当たっては、可能な限り環境負荷の少ない処理技術を導入するなど周辺の環境への負荷を

最小限にするよう十分な配慮を行うとともに安全かつ効率的な処理を促進する。

特に、最終処分場の設置においては、自然界と無理なく調和が図れるよう立地条件等を十分に考慮するものと

する。


 県民の理解と協力の確保

産業廃棄物の適正処理及び処理施設の安定的確保には、県民の理解と協力を得ることが必要不可欠であり、排

出事業者及び処理業者は、産業廃棄物の適正処理を実践することにより県民の信頼と理解を得ることに努めなけ

ればならない。

また、県は、産業廃棄物の処理の状況、施策及び動向などの情報を県民に提供し、産業廃棄物処理に対する県

民の理解と協力が得られるように努める。
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� 特別管理産業廃棄物の処理

特別管理産業廃棄物について、爆発性等の人の健康又は生活環境に被害を生ずるおそれがなくなるように処理、

処分する。

３ 今後の主な施策

産業廃棄物の適正な処理を推進するため次の事業を行います。

	 法及び要綱の趣旨の徹底

事業者、処理業者及び市町村等（以下「事業者等」という。）に対し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、

徳島県産業廃棄物処理指導要綱（以下「要綱等」）の趣旨の徹底を図る。


 減量化、再生利用の推進

産業廃棄物の減量化、再生利用を推進するため、事業者等に対し技術研究開発を積極的に行うよう指導、助言

に努める。

� 廃棄物処理施設の確保の促進

産業廃棄物の中間処理施設、最終処分場の確保を推進するため、要綱等に基づき、事業者等に対し指導する。

� 事業者等に対する監視指導の強化

事業者等が要綱等に基づき、産業廃棄物を適正に処理するよう、廃棄物監視員等による定期的な立入調査等を

実施し、監視指導を強化する。


 関係機関との連携の強化

産業廃棄物処理業行政を推進する上で必要な事項について常に市町村関係機関と密接な連携を図る。

また、不法投棄等の不適正処理に対しては、徳島県産業廃棄物不法投棄防止連絡協議会などを通して対応する。

� 住民の理解と協力

産業廃棄物の処理の現状、必要性、産業廃棄物の処理に係る施設等について、県民に周知を図り、理解と協力

を得るように努める。

� 産業廃棄物処理業者等の指導育成

�徳島県産業廃棄物処理協会の組織の強化や自主的な活動を指導支援するとともに、優良な産業廃棄物処理業

者の育成を図るため、各種の施策を講じる。

� 公共関与による産業廃棄物処理事業の推進

�徳島県環境整備公社による沖洲流通港湾内及び橘港小勝・後戸地区の廃棄物最終処分事業を引き続き行う。

また、今後とも公有水面埋立等公共用地造成計画の中での廃棄物最終処分場の設置について検討をすすめる。

� ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物対策

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき、事業者等のＰＣＢ廃棄物の

保管状況を把握し、適正保管を指導する。また、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理に向けて、必要な施策を講

じる。
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